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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 第16期 第17期 第18期 第19期 第20期

決算年月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 平成25年３月

売上高 (百万円) 7,943 7,502 7,503 9,368 12,106

経常利益 (百万円) 306 225 328 738 1,128

当期純利益 (百万円) 284 157 215 417 301

持分法を適用した場

合の投資利益
(百万円) 2 1 1 ― ―

資本金 (百万円) 4,335 4,335 4,335 4,835 4,835

発行済株式総数 （千株） 300 300 300 350 350

純資産額 (百万円) 4,207 4,367 4,582 5,971 6,237

総資産額 (百万円) 6,988 6,981 6,906 8,822 9,156

１株当たり純資産額 （円） 14,025.6714,559.5515,273.9417,060.0517,822.04

１株当たり配当額

（うち１株当たり中

間配当額）

（円）
    ―

   (―)

―

   (―)

100

   (―)

100

   (―)

100

   (―)

１株当たり当期純利

益
（円） 946.83 524.08 716.84 1,268.15 861.10

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益
（円）     ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） 60.2 62.6 66.3 67.7 68.1

自己資本利益率 （％） 7.0 3.7 4.8 7.9 4.9

株価収益率 （倍）     ― ― ― ― ―

配当性向 （％）     ― ― 14.0 7.9 11.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 999 1,163 833 1,111 1,047

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △545 △514 △227 △956 △1,134

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △230 △320 △320 623 △358

現金及び現金同等物

の期末残高
(百万円) 1,706 2,034 2,319 3,097 2,652

従業員数

〔外、平均臨時雇用者

数〕

（人）
100

〔28〕

104

〔29〕

102

〔30〕

103

〔40〕

105

〔37〕

　（注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式がないため記載してお

りません。
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２【沿革】

平成３年１月の郵政省電波監理審議会の答申により、東京都域テレビジョン放送用周波数が割り当てられ、当社は同年

３月25日に標準テレビジョン放送局免許申請書を提出いたしました。免許申請者数は159にのぼり、その後郵政省と東京

商工会議所による一本化調整を経て、平成４年12月25日に免許申請書訂正届を提出いたしました。平成５年１月29日の郵

政省電波監理審議会の答申により、当社は同年２月１日郵政大臣から予備免許を受け、本社演奏所落成後の検査を経て平

成７年10月13日本免許を受けた後、運用開始の10月16日よりサービス放送を開始、11月１日正式に開局いたしました。

　
　　
  主な変遷は次のとおりであります。

年月 沿革

平成５年４月 創立総会開催、会社設立（設立登記４月30日）。

平成５年５月 東京都港区虎ノ門に仮事務所開設。

平成５年７月 予備免許に伴う確認申請書提出。

平成５年８月 確認書を受理。

平成６年10月 日本民間放送連盟に加盟。

平成７年４月 東京タワーから試験電波発射。

平成７年10月 郵政省より免許状交付。

平成７年10月 東京都江東区青海の本社演奏所へ全面移転。

平成７年11月 本放送開始。呼出符号ＪＯＭＸ－ＴＶ　チャンネル14　映像出力10ｋＷ　音声出力2.5ｋＷ

平成８年11月 独立Ｕ局として初めて文字多重放送の免許交付。

平成８年12月 文字多重放送開始。呼出符号ＪＯＭＸ－ＴＣＭ　出力６ｋＷ

平成12年１月 エムエックス音楽出版株式会社を設立（平成22年７月ＭＸエンターテインメント株式会社に商号

変更）。

平成12年７月 三宅島噴火により三宅中継局を御蔵島に移設。

平成13年７月 総務省より地上波デジタルテレビジョン放送の放送用周波数告示。

チャンネル20　送信出力３ｋＷ

平成14年７月 リモコンＩＤが９チャンネルに決定。

平成14年12月地上波デジタルテレビジョン放送の免許申請書を提出。

平成15年４月 総務省より地上波デジタルテレビジョン放送の予備免許状交付。

平成15年８月 地上波デジタルテレビジョン放送の試験電波発射。

平成15年11月総務省より地上波デジタルテレビジョン放送の本免許状交付。

平成15年12月地上波デジタルテレビジョン放送の本格電波発射。

平成17年１月 臨時株主総会において資本減少を承認。

平成17年３月 新資本金43億35百万円を登記。

 平成17年10月 東京都千代田区麹町のメディアセンターに総務・営業部門が移転。 

 平成18年７月 本格デジタル放送開始。メディアセンターに完全移転。

平成19年11月ワンセグ２の技術開発に成功。　

平成20年６月 ワンセグ２サービス開始。　

平成23年１月　 親局の東京スカイツリーへの移転に関し変更許可。　

平成23年８月　 第三者割当による10億円の増資を実施。　

平成24年３月

平成24年10月

平成25年５月　

東京スカイツリーから試験電波発射。　

東京スカイツリーから本放送開始。

東京タワーからの放送停止。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、当社の子会社１社、関連会社１社及びその他の関係会社１社で

構成され、放送事業及びその他事業を営んでおります。

　主な事業内容と当社グループの事業に係る位置付けは、次のとおりであります。

　なお、セグメント情報を記載していないため、事業部門別に記載しております。

（放送事業）

　当社において、放送法に基づくテレビジョンの放送を行い、放送時間の販売並びに放送番組の制作及び販売をしてお

ります。

放送時間の販売………直接取引及び広告代理店経由で行っております。

番組制作及び販売……放送に利用する番組は主として当社で企画制作するほか外部より購入し、広告代理店を通

　　　　　　　　　　じスポンサーに販売するとともに、他の放送局へ直接販売しております。　　　　　　　　　　　

　また、当社の子会社ＭＸエンターテインメント㈱において番組制作業務を行っているほか、当社の関連会社㈱アクト

ファーストにおいて番組制作技術業務を行っております。

（その他事業）

　当社において、音楽、スポーツ、その他の文化事業の業務を行っております。

　また、当社、当社の子会社において、広告代理店業務を行っております。

事業系統図

　以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。　
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４【関係会社の状況】

　　　

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業内容
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

（関連会社） 

㈱アクトファースト
東京都港区 45 番組制作技術業務

　　所有

22.2

当社スタジオ技術業

務の委託　

（その他の関係会社） 

㈱エフエム東京
東京都千代田区 1,335放送事業

　　被所有

20.0

当社社屋の賃借　　役

員の兼任あり

 

５【従業員の状況】

（１）提出会社の状況

 平成25年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

105 〔37〕 39.4 11.1 7,590,248

　

セグメント情報を記載していないため、事業部門別の従業員を示すと次のとおりであります。

事業部門別 従業員数（人）

放送事業 63  

その他事業 6  

管理販売業務 36  

合計 105〔37〕 

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔　〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

（２）労働組合の状況

　当社の労働組合は、民放労連東京メトロポリタンテレビジョン労働組合と称し、日本民間放送労働組合連合会に属

しております。組合員は42人であります。

　なお、労使関係については概ね良好であります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

（１）業績

　平成24年のわが国の経済は、個人消費の減退、円高や欧州経済の低迷、輸出の減少などマイナス要素もありました　　　

が、東日本大震災の復興需要などによる平成23年後半からの回復傾向を受け、最終的にはプラス成長となりました。日本

の総広告費（㈱電通・平成25年２月21日発表）は、５兆8,913億円（前年比103.2％）と、５年ぶりに増加となり、テレビ

広告費も前年を上回る103.0％となりました。

　こうしたなか、当社は、平成23年７月の地上デジタル放送への完全移行、平成24年10月の東京スカイツリーからの本放

送開始により、当社の視聴可能世帯数は1,430万世帯（関東１都６県の全世帯数の約８割）にまで増加しました。こうし

た大きなステップアップのチャンスを生かすため、当社では平成23年度から構造改革に取り組み、初年度は営業部門で、

メディアとしての価値向上を背景に料金改定を実施し、料金アップ、新たなスポンサーの獲得等による収入増をもたら

し、２年目に継続しています。平成24年度は、編成・制作部門の構造改革に着手し、既存番組のリニューアル、新規番組の

開発に取り組み、知名度、認知度アップに注力いたしました。

　平成24年度は、生ワイド３番組のリニューアルを中心に、ＴＯＫＹＯ ＭＸらしい番組づくりに注力しました。朝の番組

は新たに「ＣＨＥＣＫ ＴＩＭＥ」と番組名を改め、新ＭＣに知性派タレントの八田亜矢子を起用、朝のニュース＆情報

バラエティ路線を踏襲しつつ、「日経トレンディ」元編集長・北村森氏、アスキー総合研究所所長・遠藤諭氏、映画評論

家・有村昆氏ら業界の専門家をコメンテーターとして迎えたコーナーで、旬の話題を分かりやすく紹介しました。放送

８年目を迎えた「５時に夢中！」は、月曜日から木曜日の新ＭＣにタレントのふかわりょう、金曜日にフリーアナウン

サーの町亞聖を起用、曜日ごとのコメンテーター、ゲストとの新たな組み合わせで番組をさらに充実させました。また、

夜９時からの生ワイド番組「ゴールデン・アワー」は10月にリニューアルし、「ニッポン・ダンディ」をスタートさせ

ました。世界各国の新聞紙面から厳選したニュースのほか、曜日ごとにこだわりの趣味の世界や、映画、時事問題などを

取り上げ、男性視聴者をターゲットとした情報番組として評判を呼んでいます。また、５月の東京スカイツリーの開業に

合わせてスタートした新番組「ご自慢ライブ　おしあげＮＯＷ」では、毎週日曜日の午後に、東京スカイツリータウンに

あるサテライトスタジオから、東京の最新情報や視聴者参加のコーナーなど、旬の東京のモノや人を紹介しました。さら

に、毎週金曜日の昼前に週末のお出かけ情報を紹介する生情報ワイド「週末メトロポリシャン」を１月からスタートさ

せました。

　マルチ編成においては、「シアター０９２ｃｈ」をはじめ０９２ｃｈ独自番組の充実を推し進め、５月の大型連休期間

中には「０９２ＧＷスペシャル」と題して映画やアニメを中心に特別編成も行いました。

　スポーツ関連では、福岡ソフトバンクホークス戦の生中継を前年度の50試合から63試合へと増やしたほか、パ・リーグ

情報をお伝えする「パ・リーグ主義」を編成し、「パ・リーグ」ファンの要望に応えました。サッカーＪリーグ・ＦＣ

東京については、試合中継のほかに、応援番組「Ｆ.Ｃ.ＴＯＫＹＯ魂！」を引き続き放送、サポーターと共にチームを盛

り立てました。また３月30日、31日には創立４年目になる女子プロ野球リーグの試合を放送し、新たなスポーツ中継番組

としてスタートさせました。

　報道部門では、夕方６時から放送の「ＴＯＫＹＯ ＭＸ ＮＥＷＳ」のキャスターに中谷隆宏らを迎え、スタジオセット

を変えるとともに「ＴＯＫＹＯのニュースをよりわかりやすく」を主眼に、構成面においてもリニューアルを図りまし

た。12月の石原都知事の辞職に伴う東京都知事選挙は、衆議院議員選挙との同日選挙になりましたが、東京の局としての

存在意義を発揮すべく、都知事選と衆院選東京選挙区の情報を核にした開票速報特別番組「首都決戦2012」を４時間半

にわたり編成、中継も交えて迅速に伝えました。また都知事選挙については、当社として初めて政見放送を担当、放送し

ました。東日本大震災発生２年を迎えた３月11日には、「被災地と東京」をテーマに、被災地の復興の様子、東京に暮ら

す避難者の今、東京の防災対策を生中継を交えて特別番組として放送しました。

　アニメについては、「アニメのＭＸ」の評判にこたえる形で、「黒子のバスケ」や「ジョジョの奇妙な冒険」など、話

題の作品を含め新作を合計57作品放送しました。また、創立50周年を迎えたタツノコプロの過去のアニメ作品の第１話

だけ10作品放送、視聴者による人気投票を実施、その結果１位になったアニメを10月から全話放送するなど、視聴者参加

型の企画にも取り組みました。

　イベント事業と番組展開として、音声合成システムを活用したバーチャル・人気アイドル「初音ミク」については、こ

れまでライブ運営等に積極的に関わり、また番組としても継続して取り上げてきましたが、今年度も積極的に取り組み

ました。ライブのダイジェスト映像に、世界初公開となるＣＧキャラクター制作現場などを合わせて紹介した「ミクの

日大感謝祭制作日誌３９」を５月に、また誕生５周年を記念した台湾ファーストコンサートの模様をテレビ初となる生

中継で10月に、さらに誕生時のエピソードやファン、クリエーターへの独自取材映像で綴ったドキュメント番組「初音

ミクのかたち」を12月に放送しました。当事業年度は、子ども向け番組の開発にも取り組み、５月からは「おはよう！

ジャンジャカランド」、11月からは「みんなで！ニコリッチ」で、一般視聴者のお子さんが番組に参加、歌、ダンス、アー

トなどを遊びながら学ぶ様子を放送しました。また、事業として毎年恒例となったランニングイベント「わくわくチャ

リティラン」、「東京スカイ座曳舟寄席」、ディズニー作品を中心に上映する「親子試写会」（パナソニックセンター

東京・江東区）も継続して行ったほか、アニメから誕生した声優ユニットによる「ミルキィホームズ・ライブ」の武道

館公演も主催しました。
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　さらに、クロスメディア戦略の推進として、引き続きテレビとインターネットを融合したコンテンツ開発に注力しまし

た。「ご自慢ライブ　おしあげＮＯＷ」では、ツイッターで出演者交渉を行ったほか、生放送をそのままユーストリーム

で同時配信しました。「ニッポン・ダンディ」は11月から映像配信サービス「ひかりＴＶ」で同時放送を開始、地上波

放送局のローカル番組をＩＰＴＶサービスの独自編成チャンネルで同時放送する初めての試みとなりました。

　平成24年３月31日に、日本全国の完全地デジ化が達成されたことにより、デジタル放送の特色を生かしたデータ放送を

活用する番組が開始されるのを受け、大手代理店によるデータ放送の引き合いも始まり、当社ではＣＭと連動したデー

タ放送を強制起動（ポップアップ）させる取り組みを開始しました。

　この結果、平成24年度の売上高は12,106百万円（前事業年度比129.2％）、営業利益は1,136百万円（前事業年度比

149.5％）、経常利益は1,128百万円（前事業年度比152.9％）、当期純利益301百万円（前事業年度比72.2％）と、売上

高、経常利益ともに開局後最高の実績を達成いたしました。
　　

　事業部門別の業績は次のとおりであります。

①放送事業

　放送事業については、売上高8,349百万円（前事業年度比1,215百万円増、117.0％）と増収になりました。これは主に自

社制作番組、スポーツ中継、アニメ番組等のタイム収入が好調だったほか、スポット収入が増加したことによるものであ

ります。

　

②その他事業

　その他事業については、売上高3,756百万円（前事業年度比1,521百万円増、168.1％）と増収になりました。これは主に

スポット配信業務の取り扱いが拡大したほか、自主事業が好調だったことによるものであります。　

　

(２)キャッシュ・フローの状況

　当事業年度における当社の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ445百万円減少し、当

事業年度末には2,652百万円となりました。

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動により得た資金は1,047百万円（前事業年度は1,111百万円）となりました。これは主に税引前当期純利益149

百万円に加え、非資金費用である減価償却費456百万円、見積りに基づく送信所移転費用376百万円や受信対策引当金412

百万円を計上したほか、売上債権が273百万円減少した一方、法人税等の支払額429百万円が生じたことによるものであ

ります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は1,134百万円（前事業年度は956百万円）となりました。これは主に敷金及び保証金の

差入による支出840百万円や有形固定資産の取得による支出327百万円によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は358百万円（前事業年度は623百万円の獲得）となりました。これは主に社債償還によ

る支出200百万円や長期借入金の返済による支出120百万円によるものであります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

販売実績

　当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。

事業部門別 金額（百万円） 前年同期比（％）

放送事業 8,349 117.0

その他事業 3,756 168.1

合計 12,106 129.2

　（注）１．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。　

相手先
前事業年度 当事業年度

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％）

㈱ディーエイチシー 1,803 19.2 2,636 21.8

㈱インターワールド 787 8.4 953 7.9

東京都 887  9.5 876  7.2

㈱博報堂ＤＹメディア

パートナーズ
686 7.3 745 6.2

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

当社は、放送事業を主たる事業としているため、生産及び受注の状況は記載しておりません。
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３【対処すべき課題】
　
　　「経営理念」と「行動指針」に則り、『国際都市・東京の情報を国内外に発信し、世界に開かれたテレビ局を目指し』

以下の課題に取り組みます。

　　（１）編成・制作・報道部門

　①首都圏メディアとしてのアイデンティティの確立

　②好奇心旺盛、先進的で個性豊かな都市生活者の視点に立った、独自性の強い差別化された番組開発

　③明確な目標視聴率を設定した番組企画、編成

　④ＷＥＢやデータ放送との連動、スマートフォンやスマートテレビなどへの展開等、積極的なメディア領域の拡大

　⑤自社制作番組の質の向上と編成比率の段階的増強

　⑥首都直下地震に備えた災害時報道体制の確立

　⑦海外テレビ局等とのコンテンツ交換・提携の推進

（２）営業・事業部門

　①自社制作番組及びスポットの販売強化

　②広範な新規クライアントの開拓

　③０９２ｃｈのさらなる販売強化　

　④収益性を追求する主催イベントの新規開発

　⑤世界、特にアジアを視野に入れた企画開発及びセールス

（３）技術部門

　①マルチ編成の充実に向けた技術開発及びデータ放送拡充に伴う運行体制の整備

　②送出、制作設備の整備と運用強化

　③デジタル放送の可能性を追求した新技術への積極的対応

（４）間接部門

　①経営方針に基づく経営企画、事業計画の立案・推進

　②事業計画推進に向けた適正な人員配置の実現及び人材の育成

　③業容拡大に対応できる管理事務フローの構築

　④経営判断に資する的確な財務、管理会計の確立

　⑤コンプライアンス経営と内部統制システムの充実強化　

（５）全社的対応

　①東京スカイツリーへの親局送信所の円滑な移行と、送信周波数のチャンネル変更（リパック）に伴う受信対策の

　  完遂
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社

が判断したものであります。

  (１)景気変動等による影響

　当社の売上高の多くを占める放送事業収入は、わが国の経済動向に大きな影響を受けると言われる企業の広告費

に拠っております。また、近年の各企業による広告戦略の多様化に伴い、テレビ広告費のインターネット関連を含む

新規メディアへの分散化も考えられます。当社は開局当初より当事業年度に至るまで、販売の状況における主要取

引先への依存度が高い傾向にあるため、わが国の景気変動に伴う主要取引先の広告費削減により販売が減少した場

合に、当社の業績と財務状況に悪影響を及ぼす可能性があります。

  (２)法的規制について

　制作会社への番組委託制作の発注にあたっては、独占禁止法、下請法の適用により、取引先との公正な取引が強く

要請されております。当社においては、各担当部署において法令遵守の重要性や内部統制手続きについての教育を

行っております。しかしながら、違反の効果的な防止が適わない可能性もあり、万一監督官庁から違法性を指摘され

るような事態にいたった時には、当社の社会的信用が傷つき、場合によっては損害賠償の責めに任じなければなら

ない可能性があります。

　

５【経営上の重要な契約等】

　当社は、平成23年７月29日に総額1,000百万円、期間２年の借入枠（コミットメントライン）の契約を、三井住友銀

行、みずほコーポレート銀行と締結しました。この借入枠に関しては、財務制限条項が付されております。

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　当社における財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析は、以下のとおりであります。

　

(１)重要な会計方針及び見積り

　　当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。この

財務諸表の作成に当たりまして、有価証券、たな卸資産の評価、減価償却資産の耐用年数の設定、繰延税金資産、貸倒

引当金、退職給付引当金等の計上について見積計算を行っており、その概要については 「第５ 経理の状況　１ 財

務諸表等」の「重要な会計方針」に記載しております。

　

(２)経営成績の分析　

　①売上高

　　当社の当事業年度の売上高は、前事業年度の9,368百万円と比較して29.2％増の12,106百万円となりました。放送事

業ではタイム収入、スポット収入が順調に増加しました。その他事業ではスポット配信業務の取り扱いが拡大した

ほか、自主事業の好調により増収となりました。

  

　②売上原価並びに販売費及び一般管理費

　　売上原価は、前事業年度の6,648百万円と比較して31.4％増の8,732百万円、販売費及び一般管理費は、前事業年度の

1,960百万円と比較して14.1％増の2,237百万円となりました。

　

　③営業損益

　　営業利益は、1,136百万円（前事業年度760百万円）となりました。

　

　④営業外損益

　　営業外収益は、７百万円（前事業年度17百万円）となりました。営業外費用は、15百万円（前事業年度39百万円）と

なりました。

　

　⑤経常損益

　　　経常利益は、1,128百万円（前事業年度738百万円）となりました。

　　

　　⑥特別損益

　　　特別利益は、新たに設置した中継局設備に対する国庫補助金収入を計上したことにより17百万円（前事業年度43百万

円）となりました。特別損失は、東京タワーから東京スカイツリーへの親局送信所移転に伴う受信対策費や東京タ

ワー設備の撤去等にかかわる送信所移転費用を計上したことなどにより996百万円（前事業年度54百万円）となり

ました。　

　

　　⑦当期純損益

　　　当期純利益は、301百万円（前事業年度417百万円）となりました。　

　

　(３)財政状態の分析

　　　総資産額は、前事業年度末の8,822百万円と比較して3.8％増の9,156百万円となりました。負債合計は、前事業年度末

の2,851百万円と比較して2.4％増の2,918百万円となりました。純資産合計は、前事業年度末の5,971百万円と比較し

て4.5％増の6,237百万円となりました。

　

　  (４)キャッシュ・フローの状況の分析

　　　  キャッシュ・フローの状況の分析については、「第２ 事業の状況　１ 業績等の概要」に記載したとおりでありま

す。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　　　当事業年度中の設備投資額は、有形固定資産、無形固定資産合わせて292百万円となっております。内訳は、放送設備等

の増強が187百万円、東京スカイツリー送信所整備が80百万円、デジタル中継局整備が23百万円となっております。

　

２【主要な設備の状況】

　当社における主要な設備は、以下のとおりであります。

 平成25年３月31日現在

事業所名
（所在地）

事業部門
の名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数
（人）建物 構築物

機械及
び装置

工具、
器具及
び備品

その他　
リース
資産

合計

メディアセンター

（東京都千代田区）

放送事業

その他事業

管理販売業務

放送・制作設備

その他設備
265 7 478 10 1 1 763

104

 〔36〕

東京スカイツリー　

（東京都墨田区）　
放送事業 送信設備 101 360 327 ― ― ― 789

―

〔―〕

芝送信所

（東京都港区）
放送事業 送信設備 8 4 15 ―  ― ― 28

 ―

 〔―〕

テレビ中継局（16局）

（東京都大島町他）
放送事業 送信・中継設備 87 107 145 ―  1 ― 342

 ―

 〔―〕

多摩ニュースセンター

（東京都立川市）
放送事業 放送・制作設備  ― 　― 6 ― 　 1 ― 8

1

　 〔1〕

　（注）１．上記の金額には消費税等を含んでおりません。

２．帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。

３．現在休止中の主要な設備はありません。

４．テレビ中継局は民放局及びＮＨＫとの共同建設によるもので、当社持分を示しております。

５．建物の一部を賃借しております。当事業年度の年間賃借料はそれぞれ以下のとおりであります。

メディアセンター　 265百万円

芝送信所　　　　　 121百万円　

東京スカイツリー　 101百万円　

６．従業員数の〔　〕は、臨時従業員数を外書しております。

３【設備の新設、除却等の計画】

(1)重要な設備の新設等

該当事項はありません。

　

(2)重要な設備の除却等

該当事項はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,200,000

計 1,200,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成25年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年６月21日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 350,000 350,000 非上場

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 350,000 350,000 － －

 （注）当社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の承認を要する旨定款に定めております。 

（２）【新株予約権等の状況】

　   　　　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

           該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

    　　　 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数

（株）

発行済株式総数
残高

（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成23年８月31日

（注）　
50,000 350,000 500 4,835　　　500　　　　　 　　　500　

  （注）有償第三者割当　発行価格　　20,000円　　
　　　　　　　　　　　　資本組入額　10,000円　　　
　　　　　　　　　　　　主な割当先　日本電気㈱、東映㈱、㈱エフエム東京、他７社
　　
　

（６）【所有者別状況】

　

　 平成25年３月31日現在

区分

株式の状況 単元未満株

式の状況

（株）

政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品取

引業者

その他の法

人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 3 6 － 88 － － 3 100 －

所有株式数（株） 22,50023,600－ 296,100－ － 7,800350,000－

所有株式数の割合（％） 6.4 6.7 － 84.6 － － 2.2 100.0－
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（７）【大株主の状況】

 平成25年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社エフエム東京 東京都千代田区麹町１-７ 70,250 20.07

株式会社中日新聞社 愛知県名古屋市中区三の丸１-６-１ 21,950 6.27

東京都 東京都新宿区西新宿２-８-１ 12,300 3.51

鹿島建設株式会社 東京都港区元赤坂１-３-１ 12,300 3.51

凸版印刷株式会社 東京都台東区台東１-５-１ 12,300 3.51

株式会社東京ドーム 東京都文京区後楽１-３-61 12,300 3.51

東映株式会社 東京都中央区銀座３-２-17 12,300 3.51

日本電気株式会社 東京都港区芝５-７-１ 12,300 3.51

エヌ・ティ・ティ・コミュニ

ケーションズ株式会社
東京都千代田区内幸町１-１-６ 10,350 2.96

株式会社角川グループホール

ディングス
東京都千代田区富士見２-13-３ 7,500 2.14

計 ― 183,850 52.53

 

（８）【議決権の状況】

      　   ①【発行済株式】

 平成25年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式350,000 350,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 　　　　350,000 ― ―

総株主の議決権 ― 350,000 ―

 

      　　②【自己株式等】

 平成25年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

― ― ―　 ―　 ― ―　

計  ― ―　 ―　 ―　 ―
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（９）【ストックオプション制度の内容】

           当社はストックオプション制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

     【株式の種類等】　該当事項はありません。

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

 　　　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　  　 該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

 　 　 該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

 　　該当事項はありません。

３【配当政策】

　当社の利益配分に関する方針は、期間損益、財務体質等の経営全般にわたる諸要素を総合的に判断の上、決定していくこ

ととしております。当社の剰余金の配当は、年１回の期末配当を基本的な方針としており、配当の決定機関は株主総会であ

ります。当事業年度は、企業体質の強化・充実、今後の事業展開に備えた内部留保、長期的かつ安定的な利益還元の継続等

を総合的に勘案し、１株当たり100円の配当を実施することとしております。

  なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成25年６月20日

定時株主総会決議
35 100

　

４【株価の推移】

　当社株式は非上場のため、該当事項はありません。
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５【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

代表取締役

会長
― 後藤　亘 昭和８年１月30日生

昭和30年３月東北大学法学部卒業

昭和45年４月㈱エフエム東京営業部長

昭和52年６月　同　取締役総務部長

昭和56年６月　同　常務取締役

昭和62年６月　同　専務取締役営業本部長

平成元年６月 　同　代表取締役社長

平成９年６月 当社取締役社長

平成17年６月㈱エフエム東京代表取締役会長

平成19年６月当社取締役会長

平成21年６月㈱エフエム東京取締役相談役

平成22年６月

平成23年６月　

当社代表取締役会長（現任)

㈱エフエム東京名誉相談役（現

任）　

※３ ―

代表取締役

社長　
― 中川　謙三 昭和21年４月18日生

昭和46年６月東京大学法学部卒業

昭和60年12月経済企画庁長官秘書官

昭和61年７月鹿島建設㈱秘書室秘書課長

平成９年５月   同　総務本部総務部担当部長

平成10年６月当社取締役総務局長

平成12年３月  同　常務取締役総務局長

平成14年６月

平成16年４月　

  同　代表取締役専務取締役

　同　代表取締役専務取締役経営監

査室長　

 平成17年６月　同　代表取締役専務取締役　

 平成21年７月  同　代表取締役専務取締役編成本

部長委嘱

 平成22年５月

　

 平成22年７月　

  同　代表取締役社長編成本部長委

嘱 

　同　代表取締役社長（現任）

※３ ―

専務取締役 ― 河内　功 昭和18年５月５日生

昭和63年11月㈱三井銀行融資第一部長

平成６年６月㈱さくら銀行取締役審査第四部長　

委嘱

平成７年６月 　同　取締役融資企画部長委嘱

平成10年６月さくら信用保証㈱社長

平成14年４月ＳＭＢＣ信用保証㈱顧問

平成14年６月当社常勤監査役

平成23年６月　同　専務取締役（現任）

※３ ―

常務取締役 ― 本間　雅之 昭和30年４月24日生

昭和54年３月慶應義塾大学文学部卒業

昭和54年４月㈱静岡第一テレビ報道制作局

昭和60年９月キヤノン㈱広報宣伝本部

平成６年８月 当社編成局

平成12年４月　同　総務局総務部長

平成13年６月　同　報道制作局局次長

平成15年３月　同　報道制作局長

平成16年６月　同　取締役報道制作局長

平成18年６月　同　取締役編成局長委嘱　

平成21年７月　同　取締役編成本部副本部長編成

局長委嘱 　

平成22年６月　同　常務取締役編成本部副本部長

編成局長委嘱 

平成22年７月

平成24年６月

　

平成25年６月

平成25年６月

　同　常務取締役編成局長委嘱

　同　常務取締役東京スカイツリー

移転推進本部長委嘱

　同　常務取締役　

ＭＸエンターテインメント㈱代表

取締役社長　

※３ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

常務取締役 ― 横山　博己 昭和33年10月24日生

昭和56年３月日本大学芸術学部卒業

昭和56年６月㈱福島放送報道制作局

昭和58年１月　同　東京支社営業部

平成６年７月 当社営業局

平成11年４月　同　営業局営業部長

平成15年７月　同　営業局局次長

平成16年７月　同　営業局長

平成18年６月　同　取締役営業局長委嘱 

平成21年７月　同　取締役営業本部副本部長営業

局長委嘱

平成22年７月

平成24年４月　

　

平成24年６月　

　　

　同　取締役営業局長委嘱 

東京フットボールクラブ㈱取締役

（現任）　

当社常務取締役（現任）　

※３ ―

取締役相談

役
― 細野　邦彦 昭和８年７月21日生

昭和34年３月立教大学経済学部卒業

昭和34年４月日本テレビ放送網㈱編成部

平成12年３月当社常勤顧問（エグゼクティブプ

ロデューサー）

平成14年６月  同　常務取締役

平成14年10月  同　常務取締役編成局長委嘱

平成15年３月  同　常務取締役 

平成20年６月  同　取締役相談役（現任）

※３ ―

取締役 ― 足立　直樹 昭和14年２月23日生

昭和37年３月中央大学法学部卒業

昭和37年４月凸版印刷㈱入社

平成５年６月 　同　取締役商印事業本部商印事業

部長

平成７年６月 　同　常務取締役商印事業本部長

平成９年６月 　同　専務取締役商印事業本部長兼

金融・証券事業本部担当

平成10年６月　同　代表取締役副社長全社営業統

括兼金融・証券事業本部及び商印

事業本部担当

平成12年６月　同　代表取締役社長

平成16年５月

　

平成22年６月　

㈱トッパンホール代表取締役会長

（現任）

凸版印刷㈱代表取締役会長（現

任）　

平成24年６月当社取締役（現任）

※３ ―

取締役 ― 馬野　耕至 昭和28年５月16日生

昭和54年３月東京大学大学院修士課程修了

平成７年９月 ㈱読売新聞社（現㈱読売新聞東京

本社）政治部主任

平成９年６月 　同　メディア企画開発部次長

平成15年５月　同　メディア戦略局編集部次長

平成15年９月　同　メディア戦略局開発部長

平成18年４月　同　メディア戦略局専門委員

平成18年６月当社取締役（現任）

平成23年６月

平成24年６月　

㈱シーエス日本取締役

　同　常務取締役（現任）

※３ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 ― 岡田　剛 昭和24年５月27日生

昭和48年３月慶應義塾大学商学部卒業

昭和63年11月東映㈱入社（東京撮影所長付ヘッ

ド企画者）

平成２年６月 　同　東京撮影所長

平成２年６月 東映動画㈱（現東映アニメーショ

ン㈱）取締役（現任）

平成２年６月 東映㈱取締役

平成８年６月 　同　映画事業部エグゼクティブプ

ロデュ―サー兼東京撮影所担当

平成10年６月　同　映画営業部門担当

平成12年６月　　同　常務取締役映画営業部統括

平成14年６月　  同　代表取締役社長映像本部長

（現任）　

平成14年６月　全国朝日放送㈱（現㈱テレビ朝

日）取締役（現任）　

平成24年６月　当社取締役（現任）　

※３ ―

取締役 ― 角川　歴彦 昭和18年９月１日生

昭和41年３月早稲田大学第一政経学部卒業

昭和48年９月㈱角川書店（現㈱角川グループ

ホールディングス）取締役

平成５年10月  同  代表取締役社長

平成６年６月 当社取締役（現任）

平成14年６月㈱角川書店（現㈱角川グル―プ

ホールディングス）代表取締役会

長兼C.E.O

平成15年４月　同　代表取締役社長兼C.E.O　

平成17年４月㈱角川ホールディングス（現㈱角

川グループホールディングス）代

表取締役会長兼C.E.O

平成22年６月　㈱角川グループホールディングス

取締役会長（現任）

※３ ―

取締役 ― 平　一彦 昭和36年２月７日生

昭和60年３月慶應義塾大学法学部卒業

昭和60年４月㈱エフエム東京入社　

平成12年７月　同　営業局営業推進部長

平成14年５月　同　営業局営業部長

平成16年４月　同　営業局局次長兼営業部長

平成16年11月ジグノシステムジャパン㈱出向

平成17年２月　同　取締役ソリューション営業部

長

平成19年６月　　同　常務取締役

平成20年６月　㈱エフエム東京執行役員営業局長　

平成23年６月　　同　取締役営業局長（現任）　

平成24年６月　当社取締役（現任）　

※３ ―

取締役 ― 林  有厚　 昭和５年１月１日生

昭和30年３月慶應義塾大学大学院法学研修科修

了

昭和55年４月㈱後楽園スタヂアム（現㈱東京

ドーム）取締役人事部第一部・第

二部担当

昭和57年５月　同　常務取締役社長室長

昭和59年３月　同　専務取締役社長室長

昭和62年４月　同　代表取締役副社長営業本部長

平成８年６月 　同　代表取締役社長

平成９年６月 当社取締役（現任）

平成14年４月㈱東京ドーム代表取締役社長兼社

長執行役員

平成21年４月　同　代表取締役会長兼会長執行役

員

平成22年４月　同　代表取締役会長

平成24年４月

平成25年４月　

　同　代表取締役相談役

　同　取締役相談役（現任）

※３ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

取締役 ― 水野　和伸 昭和21年４月28日生

昭和45年３月京都大学文学部卒業

昭和45年４月㈱中日新聞社入社

昭和45年８月　同　滋賀県大津支局勤務

昭和51年８月　同　東京本社社会部勤務

平成５年10月　同　東京本社人事部長

平成10年１月　同　東京本社編集局次長

平成15年１月　同　東京本社事業局長

平成17年６月　　同　役員待遇東京本社事業局長

平成19年６月　同　取締役東京本社編集局長

平成21年６月　　同　取締役電子電波担当

平成22年６月　当社取締役（現任）　

平成23年６月　㈱中日新聞社常務取締役電子電波

担当（現任）　

※３ ―

常勤監査役 ― 田沼　純 昭和23年12月23日生

昭和46年３月慶應義塾大学法学部卒業

平成５年８月 ㈱中日新聞社東京本社社会部次長

平成６年４月 当社出向

平成10年６月　同　制作部長

平成12年３月　同　編成報道局長

平成13年６月　同　取締役営業局長

平成15年３月　同　取締役編成局長

平成17年12月　　同　取締役編成局長・総合デジタ

ル局長

平成18年６月　同　取締役技術局長・総合デジタ

ル局長委嘱

平成20年６月　　同　常務取締役技術局長委嘱

平成21年７月　　同　常務取締役営業本部長委嘱　

平成22年７月　　同　常務取締役東京スカイツリー

移転推進本部長委嘱

平成23年６月　

　

　同　常勤監査役（現任）　

※４ ―

監査役 ― 塙　章次 昭和11年９月14日生

昭和61年６月東京電力㈱総務部長

平成５年６月 　同　常務取締役

平成８年６月 　同　取締役副社長

平成10年６月　同　常任監査役・監査役会会長

平成12年６月当社監査役（現任）

平成16年６月東京電力㈱顧問（平成22年６月退

任）

※４ ―

監査役 ― 中村　利雄 昭和21年７月22日生

昭和45年３月名古屋大学法学部法律学科卒業

昭和45年４月通商産業省入省

平成10年６月　同  大臣官房総務審議官

平成11年９月  同　貿易局長

平成12年６月中小企業庁長官

平成13年７月経済産業省退官

平成13年８月安田火災海上保険㈱

（現㈱損害保険ジャパン）顧問

平成15年10月　(財)2005年日本国際博覧会協会事

務総長

平成19年７月東京商工会議所顧問

平成19年11月　　同　専務理事（現任）

平成19年11月　日本商工会議所専務理事(現任）　

平成20年６月　当社取締役　

平成24年６月　当社監査役（現任）　

※５ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（株）

監査役 ― 古郡　鞆子 昭和17年６月25日生

昭和49年６月SUNYatBaffalo大学院経済学研究科

博士課程修了

昭和49年９月University of Akron経済学部助教

授 

昭和50年９月Cleveland State University経済

学部助教授

昭和54年４月経済企画庁経済研究所客員研究員

昭和55年４月雇用職業総合研究所（現日本労働

研究・研究機構）客員研究員

昭和59年４月放送大学助教授

昭和63年４月明海大学経済学部教授

平成６年４月　中央大学経済学部教授

平成24年６月

平成25年４月　

当社監査役（現任）

中央大学名誉教授　

※５ ―

　
　
※１  取締役 足立直樹、取締役 馬野耕至、取締役 岡田剛、取締役 角川歴彦、取締役 平一彦、取締役 林有厚、取締役 水野

和伸は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

※２　監査役 塙章次、監査役 古郡鞆子は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。

※３  平成24年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

※４　平成23年６月16日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

※５　平成24年６月21日開催の定時株主総会の終結の時から４年間　

※６　役員の異動

　　　平成25年６月20日　　　　　　齋藤　一美　　　　常務取締役辞任　

※７　当社では、経営の意思決定や実行の迅速化・効率化を図るため、執行役員制度を導入しております。執行役員は以

　　下のとおりであります。

役名及び担当 氏名

　執行役員　東京スカイツリー移転推進本部副本部長 　佐竹　伸児

　執行役員　総務局長 　栗田　晶子

　執行役員　営業局長 　藤澤　博之

　執行役員　編成局長 　柴田　陽一郎
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、経営理念、行動指針の下、株主、従業員、顧客、視聴者などのステークホルダーを重視し、取締役が法令・

定款を遵守し、適正な業務執行のための体制を整備・運用していくことが経営上の重要な責務であると認識して

おります。この観点から、内部統制システムの整備・推進がコーポレート・ガバナンス体制の一層の強化につな

がるものとして、前向きに取り組んでおります。

　①会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　イ. 会社の機関の基本説明

当社は、監査役設置会社であり、平成25年３月31日現在、取締役は14名で、うち７名が社外取締役であります。

また、監査役は４名のうち２名が社外監査役であります。

　当社は、意思決定機関としての取締役会を、当事業年度では平成24年４月、５月、６月、７月、９月、11月、平成25

年１月、３月に計８回開催したほか、監査役会も同日（５月は別日）に開催しております。また、常勤取締役に

よって構成される「経営会議」並びに常勤取締役及び局長によって構成される「業務執行会議」を原則、毎週

開催し、会社の経営方針、重要な事業計画及び業務執行に関する協議、審議、決定、監督を行っております。経営者

は、かかる意思決定機関を通じ、会社の重要な業務執行に関し経営判断を行い、厳正な意思決定を行っておりま

す。

　

　ロ. 会社の機関及び内部統制の関係図

　　

　

　ハ. 会社の機関の内容及び内部統制システム並びにリスク管理体制の整備の状況

当社では、従来から、経営の効率性向上、財務報告の信頼性確保、法令遵守の各目的を達成するため、内部統制

システムによる管理体制を採用しております。同時に、内部統制システム全般を統括する機関として、代表取締

役社長を委員長とする「内部統制委員会」を設置し、各局長を部署別内部統制責任者と位置付けております。

コンプライアンス体制としては、法令遵守体制の迅速かつ厳正な運用を図るため、役付取締役、常勤監査役及

び顧問弁護士からなる「コンプライアンス委員会」を設置し、重要なコンプライアンス事案に関し審議を行っ

ているほか、社内に対する啓発活動の実施等、客観性と透明性を確保しながら積極的に運営を行っております。

内部統制システムの整備・運用を統括、監査する部門として、「経営監査室」を代表取締役社長直轄の機関と

して設置しているほか、下部組織として、各局の実務責任者で構成される「内部統制リーダー会議」を設け、統

括機能の強化を図る体制としております。

　当社は、平成18年５月26日開催の取締役会において、会社法第362条第４項第６号の規定により、業務の適正を

確保するための体制の整備について、以下の項目からなる「内部統制システムの整備に関する基本方針」を決

議し、整備・運用を図っております。また、平成18年７月26日、平成20年４月24日、平成20年７月23日開催の取締

役会で当該基本方針の一部を改正する決議をいたしました。
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　１ 取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

　２ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する事項

　３ 損失の危険に関する規程その他の体制

　４ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　５ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　６ 監査役会がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制及びその使用

　　 人の取締役からの独立性に関する事項

　７ 取締役及び使用人が監査役会に報告するための体制、その他の監査役会への報告に関する体制

　８ その他監査役会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　また、リスク管理体制の一環として、内部通報制度の運用機関として経営監査室内に「ＭＸホットライン」を

設置し、社内における不正等の未然防止、早期対応、是正措置の検討等を行う体制を構築しております。同時に、

弁護士事務所内に社外窓口を設置し、通報手段、対象者の拡大等体制の強化を図ってまいりました。本制度では、

公益通報者保護法に基づく社内規程を整備し、規程に基づく利用ガイドを作成、配布のうえ、従業員、関係事業者

を中心に啓発活動を実施し、通報者保護と実効性、適法性の確保を図っております。

　ニ. 内部監査及び監査役監査の状況

監査役は、取締役会に出席し、取締役の経営判断のプロセスを監視するほか、常勤監査役は、その他の重要会議

に出席して主な稟議書を閲覧、契約書のチェックを行っています。さらに、内部監査部門である経営監査室と連

係して、内部統制システムの整備・運用状況を調査し、主要設備の実在性確認のための実査など財産の状況調査

を実施しています。また、会計監査人とは、月次の情報交換を行い、財務会計関係の適正性を監視しており、役員、

社員との必要に応じた面談もあわせて、取締役の職務執行の監査を実施しております。

経営監査室は、内部監査を行うために業務執行部門とは独立した代表取締役社長の直轄組織として、室長と担

当部長の専任の幹部社員２名を配置しております。日常的に稟議書の流れをチェックして業務の効率的執行の

状況を把握するほか、業務監査、内部通報制度の運用、また、業務フローの整備、リスク管理体制の現場レベルの

調整など、社内のコンプライアンス体制の推進部隊としても活動しております。

　ホ. 会計監査の状況

　・ 業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び監査継続年数

氏　名　等
所属する
監査法人名

監査継続年数

 指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  松村　浩司  有限責任監査法人トーマツ ２年

 指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  平野　雄二  有限責任監査法人トーマツ ５年

  ・ 会計監査業務に係る補助者の構成

　　　　　　　　公認会計士 　４名

　　　　　　　　会計士補等 　２名

  ヘ. 当社と当社の社外取締役及び社外監査役の関係

  社外取締役及び社外監査役の一部は、その他の会社の取締役等であり、広告に係る取引、番組制作協力等を

行っております。
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②役員報酬の内容

 区分
 役員報酬

 支給人員  支給額

 取締役

（うち、社外取締役）

21名

（13名）

154百万円

（７百万円）

 監査役

（うち、社外監査役）

 ４名

（２名）

21百万円

（１百万円）

 計
 25名

（15名）

175百万円

 （９百万円）

　（注）１.　株主総会の決議による役員報酬限度額（平成24年６月21日第19回株主総会決議）

取締役 180百万円

監査役 25

計        205       

　      ２.　上記支払額には、使用人兼務取締役の使用人給与は含まれておりません。

  

③取締役の定数

当社の取締役は、23名以内とする旨定款に定めております。

④取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。

⑤株主総会の特別決議要件

　会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。

　これは、株主総会における定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであり

ます。

 

EDINET提出書類

東京メトロポリタンテレビジョン株式会社(E04453)

有価証券報告書

23/62



（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく報
酬（百万円）

提出会社 13 ― 13 ―　

計 13 ―　 13 ―　

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前事業年度）　

 該当事項はありません。

　

（当事業年度）

 該当事項はありません。　

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）　

 該当事項はありません。

　

（当事業年度）

 該当事項はありません。　

 

④【監査報酬の決定方針】

 該当事項はありませんが、監査日数等を勘案した上で決定しております。

 

EDINET提出書類

東京メトロポリタンテレビジョン株式会社(E04453)

有価証券報告書

24/62



第５【経理の状況】

１．財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づいて

作成しております。

　

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日ま

で）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。 

　

３．連結財務諸表について

　「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の財政状態、

経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結

財務諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

資産基準　　　　 　　2.0 ％

売上高基準　　　　　 5.6 ％

利益基準　　　　　  11.2 ％

利益剰余金基準　 　  5.8 ％

EDINET提出書類

東京メトロポリタンテレビジョン株式会社(E04453)

有価証券報告書

25/62



１【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,697 3,252

売掛金 ※3
 1,935

※3
 1,694

番組勘定 18 10

貯蔵品 6 3

前払費用 53 62

繰延税金資産 － 337

未収入金 45 17

未収消費税等 － 14

その他 7 10

貸倒引当金 △15 △2

流動資産合計 5,749 5,400

固定資産

有形固定資産

建物 627 701

減価償却累計額 △209 △238

建物（純額） ※1, ※2
 418

※1, ※2
 462

構築物 1,130 1,450

減価償却累計額 △929 △968

構築物（純額） ※1, ※2
 200

※1, ※2
 482

機械及び装置 4,366 4,757

減価償却累計額 △3,524 △3,751

機械及び装置（純額） ※1, ※2
 842

※1, ※2
 1,005

車両運搬具 5 5

減価償却累計額 △1 △2

車両運搬具（純額） 4 3

工具、器具及び備品 95 99

減価償却累計額 △86 △89

工具、器具及び備品（純額） ※2
 9

※2
 10

土地 ※1
 1

※1
 1

リース資産 4 4

減価償却累計額 △2 △3

リース資産（純額） 1 1

建設仮勘定 806 20

有形固定資産合計 2,285 1,988

無形固定資産

電話加入権 14 14

電気通信施設利用権 22 15

ソフトウエア 47 37

無形固定資産合計 83 68
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 45 46

関係会社株式 20 20

出資金 7 7

敷金及び保証金 ※3
 607

※3
 1,437

リース債権 13 11

破産更生債権等 42 10

長期前払費用 10 2

繰延税金資産 － 174

貸倒引当金 △42 △10

投資その他の資産合計 704 1,699

固定資産合計 3,072 3,756

資産合計 8,822 9,156

負債の部

流動負債

買掛金 777 506

1年内償還予定の社債 ※2
 200 －

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 120

※2
 120

リース債務 0 0

未払金 438 818

未払法人税等 287 218

未払消費税等 38 －

前受金 16 18

預り金 20 20

賞与引当金 36 36

受信対策引当金 － 412

資産除去債務 10 －

その他 21 9

流動負債合計 1,967 2,161

固定負債

長期借入金 ※2
 390

※2
 270

リース債務 1 0

繰延税金負債 1 －

退職給付引当金 452 445

役員退職慰労引当金 32 40

資産除去債務 6 －

固定負債合計 883 756

負債合計 2,851 2,918

EDINET提出書類

東京メトロポリタンテレビジョン株式会社(E04453)

有価証券報告書

27/62



(単位：百万円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,835 4,835

資本剰余金

資本準備金 500 500

資本剰余金合計 500 500

利益剰余金

利益準備金 3 6

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 630 893

利益剰余金合計 633 899

株主資本合計 5,969 6,235

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1 2

評価・換算差額等合計 1 2

純資産合計 5,971 6,237

負債純資産合計 8,822 9,156
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

売上高

テレビ収入 7,134 8,349

その他の収入 ※1
 2,234

※1
 3,756

売上高合計 9,368 12,106

売上原価

放送費及びその他事業費

人件費 681 712

番組制作費 2,645 3,276

減価償却費 594 459

諸経費 2,726 4,283

売上原価合計 6,648 8,732

売上総利益 2,720 3,373

販売費及び一般管理費

代理店手数料 1,006 1,217

役員報酬 131 163

役員退職慰労引当金繰入額 7 11

人件費 322 308

賞与引当金繰入額 11 12

退職給付費用 30 30

広告宣伝費 68 83

賃借料 126 126

業務委託料 53 56

減価償却費 17 15

貸倒引当金繰入額 5 △13

諸経費 179 224

販売費及び一般管理費合計 1,960 2,237

営業利益 760 1,136

営業外収益

受取利息及び配当金 3 2

投資損失引当金戻入額 8 －

貸倒引当金戻入額 1 1

事務受託収入 ※2
 0

※2
 1

その他 4 2

営業外収益合計 17 7

営業外費用

支払利息 10 8

社債利息 3 0

支払手数料 24 2

投資事業組合運用損 0 1

その他 0 1

営業外費用合計 39 15
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

経常利益 738 1,128

特別利益

補助金収入 43 17

特別利益合計 43 17

特別損失

固定資産除却損 0 0

固定資産圧縮損 43 2

減損損失 ※3
 10

※3
 25

固定資産売却損 － 4

受信対策費 － ※4
 589

送信所移転費用 － ※5
 376

特別損失合計 54 996

税引前当期純利益 727 149

法人税、住民税及び事業税 309 360

法人税等調整額 － △512

法人税等合計 309 △151

当期純利益 417 301
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 4,335 4,835

当期変動額

新株の発行 500 －

当期変動額合計 500 －

当期末残高 4,835 4,835

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 － 500

当期変動額

新株の発行 500 －

当期変動額合計 500 －

当期末残高 500 500

資本剰余金合計

当期首残高 － 500

当期変動額

新株の発行 500 －

当期変動額合計 500 －

当期末残高 500 500

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 － 3

当期変動額

剰余金の配当 3 3

当期変動額合計 3 3

当期末残高 3 6

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 245 630

当期変動額

剰余金の配当 △33 △38

当期純利益 417 301

当期変動額合計 384 262

当期末残高 630 893

利益剰余金合計

当期首残高 245 633

当期変動額

剰余金の配当 △30 △35

当期純利益 417 301

当期変動額合計 387 266

当期末残高 633 899
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

株主資本合計

当期首残高 4,581 5,969

当期変動額

新株の発行 1,000 －

剰余金の配当 △30 △35

当期純利益 417 301

当期変動額合計 1,387 266

当期末残高 5,969 6,235

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 0 1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1 0

当期変動額合計 1 0

当期末残高 1 2

評価・換算差額等合計

当期首残高 0 1

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

1 0

当期変動額合計 1 0

当期末残高 1 2

純資産合計

当期首残高 4,582 5,971

当期変動額

新株の発行 1,000 －

剰余金の配当 △30 △35

当期純利益 417 301

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1 0

当期変動額合計 1,388 266

当期末残高 5,971 6,237
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 727 149

減価償却費 591 456

無形固定資産償却費 29 26

受信対策費 － 177

送信所移転費用 － 376

減損損失 10 25

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4 △44

賞与引当金の増減額（△は減少） △0 0

受信対策引当金の増減額（△は減少） － 412

退職給付引当金の増減額（△は減少） 44 △6

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 7 8

投資損失引当金の増減額（△は減少） △8 －

受取利息及び受取配当金 △3 △2

支払利息 10 8

社債利息 3 0

固定資産売却損益（△は益） － 4

固定資産除却損 0 0

固定資産圧縮損 43 2

補助金収入 △43 △17

売上債権の増減額（△は増加） △828 273

たな卸資産の増減額（△は増加） △6 10

仕入債務の増減額（△は減少） 597 △184

未収消費税等の増減額（△は増加） － △14

未払消費税等の増減額（△は減少） 18 △38

前受金の増減額（△は減少） △12 1

その他 40 △17

小計 1,227 1,607

利息及び配当金の受取額 3 2

利息の支払額 △14 △9

受信対策費の支払額 － △123

法人税等の支払額 △105 △429

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,111 1,047
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成23年４月１日
　至　平成24年３月31日)

当事業年度
(自　平成24年４月１日
　至　平成25年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △869 △327

無形固定資産の取得による支出 △33 △10

有形固定資産の除却による支出 △31 △9

有形固定資産の売却による収入 0 1

敷金及び保証金の差入による支出 － △840

補助金の受入による収入 － 46

その他 △23 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △956 △1,134

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △120 △120

社債の償還による支出 △200 △200

株式の発行による収入 996 －

配当金の支払額 △30 △35

その他 △22 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー 623 △358

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 778 △445

現金及び現金同等物の期首残高 2,319 3,097

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 3,097

※1
 2,652
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）子会社株式及び関連会社株式

　移動平均法による原価法によっております。

(2）その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。なお、評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定しております。

時価のないもの

　移動平均法による原価法によっております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

(1）番組勘定  

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によってお

ります。

(2）貯蔵品

　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）によっておりま

す。

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

  　定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物…………………６～50年 

構築物………………10～15年

機械及び装置………６年 

(2）無形固定資産（リース資産を除く）

電気通信施設利用権

　定額法(20年)によっております。

自社利用のソフトウエア

　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3）リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

  なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。　

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち、当事業年度末の負担額を計上

しております。

(3）受信対策引当金　

　東京タワーから東京スカイツリーへの親局送信所移転に伴う送信周波数変更による受信対策費の支出に備

えるため、当事業年度末における合理的な見積額を計上しております。　

(4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末において従業員が自己都合により退職した場合の要支給額

を計上しております。

(5）役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末における要支給額を計上しております。
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５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっております。

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

　

（表示方法の変更）

1.　前事業年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「貸倒引当金戻入額」及び「事務受託収

入」は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方

法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外収益」の「その他」に表示していた６百万円は、「貸倒

引当金戻入額」１百万円、「事務受託収入」０百万円、「その他」４百万円として組替えております。

　

2. 前事業年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた「投資事業組合運用損」は、営業外費用の総

額の100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映させるた

め、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた１百万円は、「投資

事業組合運用損」０百万円、「その他」０百万円として組替えております。　
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（貸借対照表関係）

※１　有形固定資産に係る国庫補助金受入れによる圧縮記帳累計額

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

建物 8百万円 8百万円

構築物 15 15

機械及び装置 18 20

土地 1 1

計 43 45

　

※２　担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

担保資産

有形固定資産

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

建物 230百万円 215百万円

構築物 6 6

機械及び装置 300 153

工具、器具及び備品 2 1

計 540 376

　

担保付債務

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

１年内償還予定の社債 200百万円 －百万円

１年内返済予定の長期借入金 120 120

長期借入金 390 270

計 710 390

　

※３　関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記されたもののほか次のものがあります。

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）

流動資産 　 　

売掛金 108百万円 111百万円

固定資産 　 　

敷金及び保証金 106 107
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（損益計算書関係）

※１　その他の収入はイベント事業、スポット配信業務等であります。

　

　　　　※２　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

関係会社からの事務受託収入 0百万円 1百万円

　

※３　減損損失を計上しておりますが、重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

※４　当事業年度に発生した受信対策費には、受信対策引当金繰入額が412百万円含まれております。

　

※５　当社は平成７年の開局以降、東京タワーを親局送信所として放送してきましたが、東京

　　スカイツリーへの親局送信所の移転に伴い、平成25年５月に東京タワーからの放送を停止

　　しました。東京タワーに設置しているアンテナ、送信機等の設備は速やかに撤去する予定

　　であり、その関連費用を特別損失として計上しております。

　　　　項目　　　　　　　　  　金額 　　

減損損失（※）　　　　　　 　　　　　　56

設備撤去関連費用　　　　　　　　　　　317

その他　　　　　　　　　　  　　　　　　1

百万円

　

　

　　　　　　　　　　　  　　　　計　　376 百万円　

　　※減損損失の内訳は、建物24百万円、構築物32百万円、機械及び装置０百万円、器具

　　　備品０百万円であり、帳簿簿価の全額を減損しております。　
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 300,000 50,000　 ―　 350,000

合計 300,000 50,000　 ―　 350,000

（注）普通株式の発行済株式総数の増加50,000株は、平成23年８月31日を払込期限とする第三者割当増資による

ものであります。　

２．配当に関する事項

　(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成23年６月16日

定時株主総会
普通株式 30 100平成23年３月31日平成23年６月30日

　

　(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの　

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月21日

定時株主総会
普通株式 35 利益剰余金 100平成24年３月31日平成24年６月28日
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当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株式数
（株）

当事業年度減少株式数
（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式     

普通株式 350,000 ― ― 350,000

合計 350,000 ― ― 350,000

　

２．配当に関する事項

　(1）配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月21日

定時株主総会
普通株式 35 100平成24年３月31日平成24年６月28日

　

　(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの　

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）
配当の原資

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月20日

定時株主総会
普通株式 35 利益剰余金 100平成25年３月31日平成25年６月27日

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

現金及び預金勘定 3,697百万円 3,252百万円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △600 △600

現金及び現金同等物 3,097 2,652

　

（リース取引関係）

　　　（借主側）

　　オペレーティング・リース取引

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

　 （単位：百万円）

　
前事業年度

（平成24年３月31日）
当事業年度

（平成25年３月31日）
１年内 95 130
１年超 2,459 2,329
合計 2,554 2,459
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社は、主に設備投資計画に照らして、必要な資金(主に銀行借入、社債発行及び増資)を調達しております。

　一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。

(2)金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、時価のあるものは市場価格の変動リスクに

晒されております。

　敷金及び保証金は、取引先企業等の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、全て１年以内の支払期日であります。

　長期借入金は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済期日は当事業年度末後、最

長で３年３カ月であります。

(3)金融商品に係るリスク管理体制

　1)信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

　　当社は、営業債権並びに敷金及び保証金について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相

手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図って

おります。

　2)市場リスクの管理

　　投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握するとともに、取引先

企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　3)資金調達に係る流動性リスクの管理

　　当社は、適時に資金繰計画を作成・更新するなどの方法により、流動性リスクを管理しております。

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません((注)２.参照)。　

前事業年度（平成24年３月31日）
 

　

貸借対照表

計上額　

（百万円）　

　

時価

（百万円）　

　

差額　

（百万円）　

  (1)現金及び預金

　

  (2)売掛金

　

  (3)投資有価証券

　　その他有価証券　

 

 

  (4)敷金及び保証金

　

　

  (5)買掛金

　

  (6)未払金

　

  (7)未払法人税等

　

  (8)未払消費税等

　

  (9)社債

　　

　

 (10)長期借入金

　

3,697

　

1,920

　

　

10

　

　

155

(うち１年内7) 

　

777

　

438

　

287

　

38

　

200

(うち１年内200)  

　

510

(うち１年内120)  　　

3,697

　

1,920

　

　

10

　

　

120

　

　

777

　

438

　

287

　

38

　

200

　

　

522

　

－　

　

－　

　

　

－　

　　

　

△35

　

　

－　

　

－　

　

－　

　

－　

　

0

　

　

12

　

　     (注) １． 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　　　　　　　(1)現金及び預金並びに(2)売掛金

　　　　　　短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　　　　　　　  なお、売掛金の貸借対照表計上額は貸倒引当金を控除しております。　　

              (3)投資有価証券　

　　　　        投資有価証券である株式は取引所の価格によっております。

　　　　　　なお、投資有価証券はその他有価証券として保有しております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事

項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。 　

　　　　　　　(4)敷金及び保証金

　　　　　　敷金及び保証金の時価の算定は、その返還予定時期が合理的に見積り可能であるものについては、その将来

キャッシュ・フローを国債の利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　　　　　　　(5)買掛金、(6)未払金、(7)未払法人税等、及び(8)未払消費税等

　　　　　　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

　　　　　　  (9)社債

　　　　　　当社の発行する社債の時価については、元利金の合計額を当該社債と同様の新規発行を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　　　　　　　(10)長期借入金

　　　　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、当該借入金と同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

　        

　　　　 ２． 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　
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区分　
貸借対照表計上額　

(百万円）　

 投資有価証券

　 非上場株式　

　

35

 関係会社株式

　 非上場株式　

　

20

 敷金及び保証金 458

　　　　　市場価格がない、もしくは償還予定が合理的に見積れないものについては、時価を把握することが極めて困難と

認められるため時価開示の対象としておりません。

　　　　　　　　　

  　　　３． 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　
１年以内

(百万円)　

１年超

５年以内

(百万円)　

５年超

10年以内

(百万円)　

10年超

(百万円)　

　現金及び預金

　売掛金

　敷金及び保証金　

3,697

1,920

7

　

　

22

　

　

13

　

　

113

合計　 5,626 22 13 113

　　　

　　　　４． 社債及び長期借入金の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成24年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

社債 200 － － － － －

長期借入金 120 120 120 120 30 －

合計 320 120 120 120 30 －
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当事業年度（平成25年３月31日）

 
貸借対照表
計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

  (1)現金及び預金 3,252 3,252 －

　 　 　 　

 (2)売掛金 1,691 1,691 －
　 　 　 　
 (3)未収消費税等 14 14 －
　 　 　 　
 (4)投資有価証券
　 その他有価証券　

11 11 －

 　 　 　
 (5)敷金及び保証金 748 651 △97
　   (うち１年内10)   
　 　 　 　
 (6)買掛金 506 506 －
　   　
 (7)未払金 818 818　 －　
　  　 　
 (8)未払法人税等　 218 218　 －　
　     　 　
 (9)長期借入金 390 398　 8　
　 (うち１年内120) 　 　

　     (注) １． 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

　　　　　　　(1)現金及び預金、(2)売掛金、及び(3)未収消費税等

　　　　　　短期で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

　　　　　　　  なお、売掛金の貸借対照表計上額は貸倒引当金を控除しております。　　

              (4)投資有価証券　

　　　　        投資有価証券である株式は取引所の価格によっております。

　　　　　　なお、投資有価証券はその他有価証券として保有しております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事

項については、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。 　

　　　　　　　(5)敷金及び保証金

　　　　　　敷金及び保証金の時価の算定は、その返還予定時期が合理的に見積り可能であるものについては、その将来

キャッシュ・フローを国債の利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　　　　　　　(6)買掛金、(7)未払金、及び(8)未払法人税等

　　　　　　短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

　　　　　　  (9)長期借入金

　　　　　　長期借入金の時価については、元利金の合計額を、当該借入金と同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。
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　　　　 ２． 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　

区分　
貸借対照表計上額　

(百万円）　

 投資有価証券

　 非上場株式　

　

35

 関係会社株式

　 非上場株式　

　

20

 敷金及び保証金 698

　　　　　市場価格がない、もしくは償還予定が合理的に見積れないものについては、時価を把握することが極めて困難と

認められるため時価開示の対象としておりません。

　　　　　　　　　

  　　　３． 金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

　
１年以内

(百万円)　

１年超

５年以内

(百万円)　

５年超

10年以内

(百万円)　

10年超

(百万円)　

　現金及び預金

　売掛金

　敷金及び保証金　

3,252

1,691

10

　

　

14

　

　

133

　

　

591

合計　 4,954 14 133 591

　　　

　　　　４． 長期借入金の決算日後の返済予定額

当事業年度（平成25年３月31日）

　
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

長期借入金 120 120 120 30 － －

合計 120 120 120 30 － －
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（有価証券関係）

１．子会社株式及び関連会社株式

　　子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式10百万円、関連会社株式10百万

円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式10百万円、関連会社株式10百万円）は、市場価格がなく、時価

を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

２．その他有価証券　

前事業年度（平成24年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
株式 10 7 2

    （注)非上場株式（貸借対照表計上額　35百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

当事業年度（平成25年３月31日）

 種類
貸借対照表計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表計上額が取得原価を

超えるもの
株式 11 7 3

    （注)非上場株式（貸借対照表計上額　35百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と

認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

　

（デリバティブ取引関係）

　当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

１．退職給付制度の概要

　　退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を採用し

ており、退職給付会計実務指針34項の簡便法を適用して

おります。なお、東京都報道事業厚生年金基金に加入して

おりますが、当該厚生年金基金制度は、退職給付会計実務

指針33項の例外処理を行う制度であります。

１．退職給付制度の概要

　　退職金規程に基づく社内積立の退職一時金制度を採用し

ており、退職給付会計実務指針34項の簡便法を適用して

おります。なお、東京都報道事業厚生年金基金に加入して

おりますが、当該厚生年金基金制度は、退職給付会計実務

指針33項の例外処理を行う制度であります。

２．退職給付債務に関する事項（平成24年３月31日現在）２．退職給付債務に関する事項（平成25年３月31日現在）

退職給付債務 △452百万円

退職給付引当金 △452

退職給付債務 △445百万円

退職給付引当金 △445

３．退職給付費用に関する事項

（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

３．退職給付費用に関する事項

（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

勤務費用 49百万円

東京都報道事業厚生年金基金掛金 48

従業員拠出額 △14

退職給付費用合計 83

勤務費用 46百万円

東京都報道事業厚生年金基金掛金 49

従業員拠出額 △14

退職給付費用合計 81

４．複数事業主制度の企業年金に関する事項

1）制度全体の積立状況に関する事項（平成23年３月31

日現在）

４．複数事業主制度の企業年金に関する事項

1）制度全体の積立状況に関する事項（平成24年３月31

日現在）

年金資産の額 86,615百万円

年金財政計算上の給付債務の額　 97,171

差引額　 △10,555

年金資産の額 86,656百万円

年金財政計算上の給付債務の額　 97,660

差引額　 △11,003

2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合（平成24年３

月31日現在）

1.03％

2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合（平成25年３

月31日現在）

1.05％

3) 補足説明

　上記1)の差引額△10,555百万円の主な要因は、年金財政

計算上の過去勤務債務残高12,258百万円及び剰余金

1,703百万円であります。本制度における過去勤務債務の

償却方法は期間19年の元利均等償却であり、当社は、当事

業年度の財務諸表上、特別掛金11百万円を費用処理して

おります。

　なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛

金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるた

め、上記2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致いた

しません。

3) 補足説明

　上記1)の差引額△11,003百万円の主な要因は、年金財政

計算上の過去勤務債務残高10,945百万円及び不足金58百

万円であります。本制度における過去勤務債務の償却方

法は期間19年の元利均等償却であり、当社は、当事業年度

の財務諸表上、特別掛金11百万円を費用処理しておりま

す。

　なお、特別掛金の額はあらかじめ定められた掛金率を掛

金拠出時の標準給与の額に乗じることで算定されるた

め、上記2)の割合は当社の実際の負担割合とは一致いた

しません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成24年３月31日）

当事業年度
（平成25年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産     

退職給付引当金 161百万円

未払事業税

貸倒引当金

22

16　

賞与引当金 13

役員退職慰労引当金 11

減価償却超過額 8

資産除去債務 6

その他 8

繰延税金資産小計 249

評価性引当額 △249

繰延税金資産の合計 ―　

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 1

繰延税金負債の合計 1

繰延税金負債の純額 1

繰延税金資産     

退職給付引当金 159百万円

受信対策費　

送信所移転費用

156

143　

未払事業税 19

減価償却超過額 17

役員退職慰労引当金 14

賞与引当金

貸倒引当金　

13

3　

その他 11

繰延税金資産小計 540

評価性引当額 △27

繰延税金資産の合計 　512

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 1

繰延税金負債の合計 1

繰延税金資産の純額 511

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因別の内訳

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であ

るため注記を省略しております。

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

　　　　　　金負債の金額の修正

　  「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図る

ための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法

律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施

策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置

法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公

布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から

法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われる

こととなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税

金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の40.7％か

ら平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４

月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異

については38.0％に、平成27年４月１日に開始する事業

年度以降に解消が見込まれる一時差異については、

35.6％となります。　

    なお、この変更に伴う影響は軽微であります。　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
当事業年度

(平成25年３月31日)
法定実効税率 38.0％

（調整）  

評価性引当額の増減 △148.5

交際費等永久に損金に算入され

ない項目
9.3

住民税均等割 2.8

その他 △3.1

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
△101.5
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（持分法損益等）

　当社が有しているすべての関連会社は、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社である

ため、記載を省略しております。

　

（資産除去債務関係）

    前事業年度末（平成24年３月31日）

　

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
　　
　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
　

期首残高 51百万円　

時の経過による調整額 0

資産除去債務の履行による減少額 △31

その他増減額（△は減少） △2

期末残高 17

　

２．貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

　当社は、地上デジタル放送用の送信設備等について、電波法第78条に基づく空中線の撤去義務及び不動産賃貸借

契約等に基づく退去時の原状回復義務を有しておりますが、事業を継続する上で移設、撤去が困難であり原状回

復義務等の履行の蓋然性が極めて低いため、当事業年度においては資産除去債務を計上しておりません。

　

    当事業年度末（平成25年３月31日）

　

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
　　
　当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減
　

期首残高 17百万円　

資産除去債務の履行による減少額 △10

その他増減額（△は減少） △6

期末残高 －

　

２．貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

　当社は、地上デジタル放送用の送信設備等について、電波法第78条に基づく空中線の撤去義務及び不動産賃貸借

契約等に基づく退去時の原状回復義務を有しておりますが、事業を継続する上で移設、撤去が困難であり原状回

復義務等の履行の蓋然性が極めて低いため、当事業年度においては資産除去債務を計上しておりません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社は、テレビ番組の制作・放送及び広告の取扱いを中心とする「放送関連事業」、イベント事業を中心と

する「その他の事業」の２つを報告セグメントとしております。

　なお、「その他の事業」の相対的な割合が非常に低く、重要性が乏しいことから、セグメント情報の記載を

省略しております。

【関連情報】

１．製品及びサービスごとの情報

　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。　
　

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。　
　

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の90％を超えるため、記載を省略

しております。　
　

３．主要な顧客ごとの情報

前事業年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）         　　　 　 （単位：百万円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

㈱ディーエイチシー 1,803放送関連事業　

東京都 887放送関連事業

㈱インターワールド 787放送関連事業

　

当事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）　　　　　　　　 　（単位：百万円）

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

㈱ディーエイチシー 2,636放送関連事業　

㈱インターワールド 953放送関連事業

東京都 876放送関連事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　　　　　　　前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）　　　　　　　　　　（単位：百万円）　

　 報告セグメント
調整額 財務諸表計上額

　 放送関連事業 その他の事業 合計

　減損損失 10　 － 10 － 10

　

　　　　　　　当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　　 報告セグメント
調整額 財務諸表計上額

　 放送関連事業 その他の事業 合計

　減損損失 81 － 81 － 81

　　　　　　（注）当事業年度の財務諸表計上額のうち56百万円は、特別損失「送信所移転費用」に含まれております。　

　　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　　　　　　該当事項はありません。　
　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　　　　　　該当事項はありません。　　
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【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

(１)財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円）
　

科目
期末残高
(百万円）

その他の

関係会社 

　

　

㈱エフエム

東京

　

　

　

東京都

千代田区

　

　

1,335

　

放送業

　

(被所有)

直接20.0

　

　

　

社屋の賃借

役員の兼任 

　

　

　

メディアセン

ターの賃借料

((注)２．)

265

敷金及び

保証金
106

前払費用 23

メディアセン

ターの水道光

熱費・清掃整

備費     

((注)２．)

51未払金 3

増資の引受 133　　　― ―

　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

　　　　２．上記取引は、一般取引先と同等の条件によっております。

　　　　３．増資の引受は、平成23年８月に当社が実施した１株20,000円の第三者割当増資（発行価額の総額1,000百

　　　　　　万円）によるものであります。

　　　　　　

　　　(２)財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権の
所有（被
所有）割
合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円）

科目
期末残高
(百万円）

 子会社

ＭＸエン

ターテイン

メント㈱

東京都

千代田区
 10

広告代理店

業務

番組制作業

務　

（所有）

直接100

広告代理店業務

番組制作業務 

代理店取引
373 売掛金 108

44 未払金 14

番組等制作委託　 89 買掛金 29

 関連会社
㈱アクト

ファースト

東京都

港区
 45

番組制作技

術業務

（所有）

直接22.2

番組制作技術業

務

役員の兼任　

番組制作技術業務 35 買掛金 　　　 3

 （注）１. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

　　　 ２．上記取引は、一般取引先と同等の条件によっております。

　　　 　

     (３)財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権の
所有（被
所有）割
合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円）

科目
期末残高
(百万円）

その他の

関係会社

の子会社

ジグノシス

テムジャパ

ン㈱

東京都

千代田区
 1,695

携帯サイト

ビジネス

映像・音楽

制作

　

―
広告取引等

役員の兼任
代理店取引

431 売掛金 32

86 未払金 6

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

      ２．上記取引は、いわゆる第三者のための取引であります。

      ３．上記取引は、「財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等」の取引にも該当します。　　　

（当社取締役　唐島夏生、ジグノシステムジャパン㈱代表取締役　唐島夏生。なお、唐島夏生は平成23年６月付で

ジグノシステムジャパン㈱の代表取締役を、平成24年６月付で当社取締役をそれぞれ退任しております。）　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　４．上記取引は、一般取引先と同等の条件によっております。

　

EDINET提出書類

東京メトロポリタンテレビジョン株式会社(E04453)

有価証券報告書

51/62



当事業年度（自　平成24年４月１日　至　平成25年３月31日）

(１)財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の
内容又
は職業

議決権の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円）
　

科目
期末残高
(百万円）

その他の

関係会社 

　

　

㈱エフエム

東京

　

　

　

東京都

千代田区

　

　

1,335

　

放送業

　

(被所有)

直接20.0

　

　

　

社屋の賃借

役員の兼任 

　

　

　

メディアセン

ターの賃借料

((注)２．)

265

敷金及び

保証金
107

前払費用 23

メディアセン

ターの水道光

熱費・清掃整

備費     

((注)２．)

54未払金 3

　（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

　　　　２．上記取引は、一般取引先と同等の条件によっております。

　　　　　　

　　　(２)財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権の
所有（被
所有）割
合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円）

科目
期末残高
(百万円）

 子会社

ＭＸエン

ターテイン

メント㈱

東京都

千代田区
 10

広告代理店

業務

番組制作業

務　

（所有）

直接100

広告代理店業務

番組制作業務 

代理店取引(収入) 622 売掛金 111

代理店取引(費用)

　
91 未払金 16

番組等制作委託　 172買掛金 23

 関連会社
㈱アクト

ファースト

東京都

港区
 45

番組制作技

術業務

（所有）

直接22.2

番組制作技術業

務
番組制作技術業務 36 買掛金 　　　 2

 （注）１. 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

　　　 ２．上記取引は、一般取引先と同等の条件によっております。

　　　 　

     (３)財務諸表提出会社と同一の親会社を持つ会社等及び財務諸表提出会社のその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地
資本金又は
出資金
（百万円）

事業の内
容又は職
業

議決権の
所有（被
所有）割
合（％）

関連当事者と
の関係

取引の内容
取引金額
(百万円）

科目
期末残高
(百万円）

その他の

関係会社

の子会社

ジグノシス

テムジャパ

ン㈱

東京都

千代田区
 1,695

携帯サイト

ビジネス

映像・音楽

制作

　

―
広告代理店業務

等

代理店取引(収入)

　　
374 売掛金 30

代理店取引(費用)

　
74 未払金 6

（注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

      ２．上記取引は、いわゆる第三者のための取引であります。　

　　　３．上記取引は、一般取引先と同等の条件によっております。

　

EDINET提出書類

東京メトロポリタンテレビジョン株式会社(E04453)

有価証券報告書

52/62



（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 17,060.05円

１株当たり当期純利益 1,268.15円

１株当たり純資産額 17,822.04円

１株当たり当期純利益 861.10円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

希薄化効果を有している潜在株式がないため記載しており

ません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

希薄化効果を有している潜在株式がないため記載しており

ません。

　（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日）

当事業年度
（自　平成24年４月１日
至　平成25年３月31日）

当期純利益（百万円） 417 301

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（百万円） 417 301

期中平均株式数（株） 329,234 350,000

（重要な後発事象）

　　特記すべき事項はありません。

　

⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

　有価証券の金額は、資産総額の100分の１以下のため、財務諸表等規則第124条の規定により作成を省略しており

ます。
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円） 

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高　　　
（百万円）

　

有形固定資産 　       　

建物 627 106

　

32　

(32)　

701 238 29 462　

構築物　 1,130　 392　

　

　72　

(55)　

1,450　 968　 51　 482　 　

機械及び装置　 4,366　 528　

　

　138

(0)　

4,757　 3,751　 361　 1,005　 　

車両運搬具　 5　 －　 　－　 5　 2　 1　 3　 　

工具、器具及び備品 95 4

　

0

(0)

99 89 3 10　

土地 1 － － 1 － － 1 　
リース資産 4 ― ― 4 3 0 1 　
建設仮勘定 806 16 802 20 ― ― 20　

有形固定資産計　 7,038　 1,049　

　

　1,047

(88)　　

7,040　 5,052　 448　 1,988　 　

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　
電話加入権 14 ― ― 14 ― ― 14　
電気通信施設利用権 122 ― ― 122 106 6 15　
ソフトウエア 191 10 ― 201 163 20 37　

無形固定資産計 328 10 ― 338 270 26 68　

投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　
長期前払費用 24 ― ― 24 13 8 10　

　　投資その他の資産計 24 ― ― 24 13 8 10　

　　（注） １．有形固定資産「当期減少額」欄の（）は内数で当期の減損損失計上額であります。

　　　　　 ２．当期増加額の主なものは以下のとおりであります。

 　   建物 東京スカイツリー送信所設備 103百万円

　　　構築物 東京スカイツリー送信所設備 379百万円

　    機械及び装置 東京スカイツリー送信所設備 357百万円

　　　　　 ３．当期減少額の主なものは以下のとおりであります。

　 　 建設仮勘定 東京スカイツリー送信所設備　 798百万円　　

 　　 機械及び装置 放送設備  109百万円

       　  ４．長期前払費用の差引期末帳簿価額には、前払費用振替額８百万円が含まれております。
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【社債明細表】

銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限

 第１回無担保社債 平成17年９月30日 200 － 0.980無担保社債 平成24年９月28日

      (200)     (－)       

合計 － 200 － － － －　　　

      (200)     (－)    

 （注）（ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。

 　　　 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

 １年以内に返済予定の長期借入金 120 120 1.86 ―

 １年以内に返済予定のリース債務 0 0 ― ―

 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 390 270 1.86平成28年６月25日

 リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 1 0 ― 平成26年６月４日

 その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 511 390 ― ―

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　 ２. リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を定額法により各事業年度に配分してい

るため、記載しておりません。

　　　 ３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下

のとおりであります。

　
区分 
 

　１年超２年以内
（百万円）

　２年超３年以内
（百万円）

　３年超４年以内
（百万円）

　４年超５年以内
（百万円）

 長期借入金 120 120 30 －

 リース債務 0 － － ―

 

【引当金明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金（流動） 15 2 － 15 2

貸倒引当金（固定） 42 － 30 1 10

賞与引当金 36 36  　36　　　 － 36

受信対策引当金 － 412 － － 412

役員退職慰労引当金 32 11 2 － 40

  （注）１．貸倒引当金（流動）の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替によるものでありま

す。

　　　　２．貸倒引当金（固定）の「当期減少額（その他）」は、債権の回収によるものであります。　      
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【資産除去債務明細表】

区分
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

電波法に基づくもの 4 － 4 －
不動産賃貸借契約等に基づくもの 13 － 13 －
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①　現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金  

普通預金 2,651

定期預金 600

計 3,251

合計 3,252

②　売掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱電通 234

㈱ディーエイチシー 214

東京都 197

㈱博報堂ＤＹメディアパートナーズ 187

その他 860

合計 1,694

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（百万円）

当期発生高
（百万円）

当期回収高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100
(A) ＋ (D)
─────
２

÷
(B)
──
365

1,935 12,702 12,943 1,694 88.4 52.1

　（注）消費税等の会計処理は税抜方式によっておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれております。

③　たな卸資産

番組勘定

区分 金額（百万円）

未放送番組制作費 1

未放送購入番組費 9

合計 10

貯蔵品

区分 金額（百万円）

商品券 0

放送用ビデオテープ 2

合計 3
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④　敷金及び保証金

区分 金額（百万円）

電波塔利用に係る敷金及び保証金等 1,326

メディアセンター賃借に係る敷金及び保証金 106

その他 4

合計 1,437

 

⑤　買掛金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

㈱ロコモーション　 30

ＭＸエンターテインメント㈱ 23

㈱千代田ビデオ 23

福岡ソフトバンクホークス㈱ 22

㈱キョードー東京 11

その他    395

合計 506

　　

⑥　未払金

相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

八木アンテナ㈱ 49

㈱電通 40

㈱博報堂ＤＹメディアパートナーズ 37

その他 691

合計 818

　

　

（３）【その他】

 　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券、５株券、10株券、50株券、100株券の５種類

剰余金の配当の基準日 ３月31日

１単元の株式数 該当なし

株式の名義書換え  

取扱場所 当社の本店において取り扱う

株主名簿管理人 設置しない

取次所 設置しない

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 新株１枚につき1,000円の手数料及び印紙税相当額

単元未満株式の買取り  

取扱場所 該当なし

株主名簿管理人 該当なし

取次所 該当なし

買取手数料 該当なし

公告掲載方法 官報

株主に対する特典 なし

株式の譲渡制限
当社の株式を譲渡するには、定款第８条により、取締役会の承認をうけなけ

ればならない。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は上場会社ではありませんので、金融商品取引法第24条の７第１項の適用がありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　　事業年度（第19期）（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）平成24年６月22日関東財務局長に提出。

  (2）有価証券報告書の訂正報告書

　　平成24年６月27日関東財務局長に提出

　　事業年度（第19期）（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。　

  (3）半期報告書

　（第20期中）（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）平成24年12月17日関東財務局長に提出。　

EDINET提出書類

東京メトロポリタンテレビジョン株式会社(E04453)

有価証券報告書

60/62



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 
   

   平成２５年６月２０日

東京メトロポリタンテレビジョン株式会社    

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松村　浩司　  印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 平野　雄二　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる東京メトロポリタンテレビジョン株式会社の平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの第２０期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、そ

の他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ

き監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸

表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東京メトロ

ポリタンテレビジョン株式会社の平成２５年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

　（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

EDINET提出書類

東京メトロポリタンテレビジョン株式会社(E04453)

有価証券報告書

62/62


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）所有者別状況
	（７）大株主の状況
	（８）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	（９）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	（１）株主総会決議による取得の状況
	（２）取締役会決議による取得の状況
	（３）株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	（４）取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況等
	（１）コーポレート・ガバナンスの状況
	（２）監査報酬の内容等
	①監査公認会計士等に対する報酬の内容
	②その他重要な報酬の内容
	③監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容
	④監査報酬の決定方針



	第５経理の状況
	１財務諸表等
	（１）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③株主資本等変動計算書
	④キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報
	関連当事者情報

	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	引当金明細表
	資産除去債務明細表


	（２）主な資産及び負債の内容
	（３）その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

